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評価制度と企業業績

専修大学 蔡 〓 錫

はじめに

 1990年 代に入 ってか ら，業績 ・成果主義 は，

日本 の人材 マネ ジメ ン トにおいて1っ のキー

ワー ドとなっている。業績 ・成果主義が うまく定

着するたあには，客観性や納得性の高い評価は欠

かせない。個人の業績や成果がチームの影響を受

けず， しか も量的な指標で測れる場合，評価の客

観性や納得性 は簡単な問題である。残念 なこと

に，このような2っ の条件が満たされる場合は，

稀にしか存在 しない。個人の業績や成果は何 らか

の形でチームの影響を受けており，客観的に測れ

る量的な指標 も欠けている場合がより一般 的であ

る。業績 ・成果主義といって も，質的な評価に頼

らざるを得ない理由は，ここにある。

 質的な評価の場合，評価者の主観が入り込む余

地が多 く，評価される側の印象管理などにより，

客観的で納得性の高い評価が損なわれる可能性が

高いということは，多 くの研究で既に指摘されて

きたことである(Ilgen， Barnes-Farre11&BcKel-

lin，1993；Landy&Farr，1980；Wayne&Liden，

1995)。 企業側 も質的な評価に付 きまとうこのよ

うな限界を充分認識 しており，360度 多面評価を

導入するなど，業績評価における客観性 ・納得性

を高めようと様々な努力を行っている。 しか し，

そのような努力がどのような人材マネジメントの

考え方のもとで試みられているのか，新 しい評価

制度の導入 は果たして企業業績に肯定的な影響を

与えているのか，新 しい評価制度は日本企業の人

事制度の変革 とどのように結びっいているのかを

調べている研究はほとんど見当たらない。

 本研究は，業績 ・成果評価の客観性 ・納得性を

より高め，評価を巡 ってのノイズをできるだけ減

らす方法 として注目されているいくつかの評価制

度，っまり，立体的評価，情報公開，フィー ドバ ッ

ク，考課者訓練に注目する。具体的に，本研究は

次の3点 に焦点を絞る。第1は ，立体的評価や情

報公開などの評価制度は，どのような人材マネジ

メントの考え方のもとで試みられているのかであ

る。第2は ，このような評価制度は果たして企業

の業績向上 にっなが っているのかである。第3

は，このような評価制度は，日本企業の人事 シス

テムの変革とどのように結びっいているのかであ

る。

1.評 価の客観性 ・納得性

 業績 ・成果主義の導入とともに，公平性に関わ

る議論 も活発に行われている。この議論の背景に

は，評価者(主 には直属の上司)が ，複数の評価

される側(主 には部下たち)が 自分たちのイ ン

プットとアウ トプットを他人(正 確には，自分の

準拠となっている人)の それとどのように比較 し

ているかを正確に把握できるという前提が存在 し

ている。言い換えれば，評価者である直属の上司

はなろうとすれば，公平 になれるのである。とな

ると，問題解決は単純明確である。公平 になれる

のに，何らかの理由でなろうとしない評価者 に問

題 があ り，その何 らかの理 由を取 り除けば，業

績 ・成果主義 はうまく定着できるはずである。

 しか し，人事考課 に関する既存の議論を調べて

みると，かなり異なる事実が浮かび上がる。人は

客観的に世界をとらえることができず，あくまで

自分 が認識 している世界を客観 と してみなす

(Fiske&Taylor，1991)。 となると，評価者が評価

される側のインプットとアウトプットを正確に把

握することはかなり困難で，複数の評価 される側

が自分たちのインプットとアウトプットを他人の

それとどのように比較 しているかを評価者が把握

す るということは，ほぼ不可能に近いことにな

る。要するに，評価者は公平になれるのになろう

としないのではなく，そもそも公平になれないの

である。

 評価者が公平になれないということは，量的な

指標が存在せず，個人の評価が質的な評価に頼 ら
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ざるを得ない場合，特に問題 となる。なぜなら，

質的な評価には，様々な錯乱要因が介入するから

である。 これまで明 らかになった，いくっかの重

要な錯乱要因だけを挙げても，個人の持っ1つ の

特徴だけをもってその人の全体的な評価を下すハ

ロー効果，特に女性や中高年者など，労働市場に

おいて不利な立場に置かれている人々の評価でよ

く問題となるステレオタイプ(個 人が属 している

集団の一般的な印象や通念をもって個人を評価す

ること)，他者には厳 しく(fundamental attribu-

tion error)自 分 自身 に は甘 く評 価 す る(self-

serving bias)帰 属バイアスなど，様々である。こ

のような錯乱要因が，公平な比較や判断を妨げる

ことは言 うまで もない。

 一方，評価によって自分の昇進や生涯の賃金額

が大きく影響されることを熟知 している評価され

る側 も，何 らかの形で評価プロセスに介入 し，自

分の評価を良 くしようと意識的 ・無意識的に努力

する。相手 にできるだけ好印象を与えることに

よって，自分の評価を良 くしようとする印象管理

は(Wayne&Liden，1995)， そのよい例である。

例えば，評価者にいい印象を与えるために行 う着

こなしや顔の表情，笑顔，態度の良 し悪 し，挨拶，

言葉の使い方など，実際には評価とは関係のない

要因によって，評価者の評価点が左右される可能

性は充分ありうる。極端的に，実際の業績 ・成果

は低いが人間関係はうまい人と，実際の業績 ・成

果は高いが人間関係はうまくない人の，2人 がい

ると仮定 しよう。果た して上司は，評価を受 ける

側の印象管理の影響を全 く排除し，公平な評価が

できるだろうか。自分の評価を良 くするたあに評

価される側が行 うこのような戦略 も，客観的な評

価を妨げる重要な要因の1つ である。

 このように，評価者がそもそも公平になれない

とすれば，問題の設定は，公平であるべきではな

く，いかに公平な評価に近づけることができるか

であろう。言い換えれば，主観的にならざるを得

ない業績 ・成果評価に潜んでいる様々な錯乱要因

をできるだけ避け，どのようにすればターゲット

(評価 される側)の 実態に最 も近い状態 に到達す

るのかが問題なのである。その方法としては，次

のいくっのことが挙げられる。

 まず，立体的評価を行 うことである。ここで立

体的評価とは，従業員の評価を，業績や能力，企

業の掲げているビジョンや価値の実現など，多岐

にわたって立体的に偏 りなく行 うことを意味す

る。具体的に，業績 ・成果評価を行うものの，業

績 ・成果を客観的に測れる量的な指標が存在 しな

い場合が多いということを充分認識 し，能力や組

織の求めている行動基準などを評価要素に積極的

に取 り入れることである。立体的評価が360度 多

面評価 と異なる点は，多面評価が複数の評価者を

設け，評価者間の同意を通 じて公平性を高めよう

としているのに対 して，立体的評価は個人といっ

て もそれが もっている多様な側面に注目し，業績

評価が陥 りやすい問題点を避けようとしている点

である。

 ところで，このような立体的評価が成功するた

あには，組織が評価に関する情報を公開 し，評価

要素を明確にすることも大事である(llgen， Bar-

nes-Farrel1&BcKellin，1993； 守島，1999； 高

橋，1998)。評価要素に関する情報公開は，評価さ

れる側から見れば，組織か ら求められるのが何か

を知るシグナルであり，評価する側か ら見ると，

どのような側面に注目すべきかを明確にする役割

を果たす。その結果，評価に付きまとう錯乱要因

はかなり軽減できる。

 より公平 な評価を下すためには，評価結果の

フ ィー ドバ ックや考課者 訓練 も欠か せ ない

(llgen， Barnes-Farrell&BcKellin，1993；Landy

&Farr，1980)。 フィー ドバックの場合，評価に納

得のいかない従業員が申し立てる機会を提供する

ことによって，業績 ・成果主義の導入に伴い急増

すると予想される評価を巡る トラブルを未然に防

ぐ役割を果たす。また，フィー ドバ ックは，評価

者の評価が問われることを意味 している故に，評

価する側も必然的により公平な評価を心がけるよ

うになる。一方，考課者訓練 は，評価者が陥りや

すいバイアスを学習させると同時に， シミュレー

ションやロールプ レーなどを通 じて評価者の評価

スキルを高あることにその目的があり，訓練を受

けた評価者はより公平 な評価を下す ことがで き

る。



2.研 究方 法

(1)研 究 対象

 今 研究 の研究対象 は， リクルー ト・ワークス研

究所 が2001年2月 か ら4月 にかけて実施 した，

「Works人 材 マ ネ ジメ ン ト調 査2001」 の ア ン

ケー トに回答 した515社 の 日本企業であ る。ア ン

ケー トの構成 及び調査対象 に関するよ り詳 しい情

報 は， リクル ー ト ・ワー クス研 究所(2001)を 参

照 されたい。

(2)尺 度の構成

 ① 人材マネジメントの考え方

 人材マネジメントの基本的な考え方は，次のよ

うに測った。まず，人材マネジメントに関する考

え方を，お互いに対立 していると思われる2っ の

考え方に分けた。1っ は，新卒採用，年功賃金 ・

昇進，長期に基づ く評価，社内教育訓練，会社主

導のキャリア開発など，日本企業がこれまで重視

してきた考え方である。もう1っ は，中途採用，

業績 ・成果主義，短期的な評価，個人主導の教育

訓練やキャリア開発など，最近活発に議論されて

いる新 しい考え方である。

 具体的な項目の開発に際 しては，人材マネジメ

ントを構成 している様々な側面か ら計13項 目を

開発 し，例えば，「採用において，新規学卒者の確

保に力を入れている」という伝統的な考え方と，

「採用において，実績 ・能力のある人材の確保(中

途採用)に 力を入れている」という新 しい考え方

の，どちらにより近いかを答えて もらった。前者

が日本企業の伝統的な人事 ・労務管理の考え方を

とらえているとすれば，後者は最近の新 しい考え

方や動きをとらえていると見てよい。伝統的な考

え方に近いと答えた企業には1点 を，新 しい考え

方に近 いと答えた企業 には4点 を与えた。13項

目の具体的な表現については， リクルー ト・ワー

クス研究所(2001)を 参照 されたい。

 ② 評価制度

 a.立 体的評価

 立体的評価の尺度は，「従業員の成果評価を，業

績，能力， ビジョンや価値の実現 など，多岐 に

渡 って立体的に偏 りな く行 う」とい う定義に従
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い，次のように構成 した。管理職 総合職，専門

職 現業 ・専任職の4職 種それぞれに対 して，従

業員の評価要素として 「業績 ・成果」及び 「会社

のビジョンや価値にあわせた行動」に○をつけて

いる企業には1点 を，っけていない企業には0点

を与えた(設 問13)。2つ の評価要素を4職 種別

に調べている故に，満点は8点 である。8点 に近

ければ近いほど，より立体的評価を行 っている企

業 とみなされる。本尺度には，従業員を立体的に

評価す るたあに欠かせない能力が除かれている

が， これはほとんどの企業が能力評価を行 ってお

り，企業間のバラッキが見 られなかったからであ

る。

 b.評 価に関する情報公開

 評価に関する情報公開は，情報公開がどのくら

い進んでいるのかで測 った。具体的に，賃金表，

賃金 ・賞与の基準，昇進 ・昇格の基準，賃金 ・賞

与の査定の仕組み，昇進 ・昇格の査定の仕組みを

従業員に公開 しているかどうかで測 った(設 問

17)。5項 目それぞれに対 して，○をっけている企

業には1点 を，つけていない企業には0点 を与え

た。5点 に近い企業ほど，情報公開が進んでいる

と思われる。

 C. フィードバ ック

 評価結果のフィードバ ックは，次の2っ の側面

でとらえた。1っ は， フィードバ ックを している

かどうかの側面である。具体的に，フィードバ ッ

クしていると答えた企業には1点 を， フィー ド

バ ックをしていないと答えた企業には0点 を与

えた(設 問18)。 もう1つ の側面 は，フ ィー ド

バ ックの程度に関わる側面で，フィードバ ックを

していると答えている企業 に限 って，考課の結

果，考課結果の理由，今後に向けての要望をどの

くらいフィー ドバ ックしているかで測った(設 問

18の 付問1)。3項 目それぞれに対 して， ○をっ

けている企業には1点 を，っけていない企業には

0点 を与えた。3点 に近い企業ほど，フ ィー ド

バ ックが進んでいると思われる。

 d.評 価者訓練

 評価者訓練は，実施 しているかどうかで測 っ

た。具体的に，フィー ドバ ックを実施 している企

業に限って，評価者訓練を行っていると答えた企
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業には1点 を，行 っていないと答えた企業には0

点を与えた(設 問18の 付問2)。

 ③ 企業業績

 企業業績の指標は，次の2っ である。1つ は，

同規模 ・同業種の他社に比べ，顧客の満足度，生

産性，利益率，競争環境への適応力がどのくらい

優れているかである。具体的に，アンケー トのF

14の 選択肢1番 か ら4番 までの項目を逆転 した

上で，4項 目の平均をとった。 もう1つ は，同業

他社に比べ，最近3年 間企業業績がどのように変

化 したかで，Fl5を 逆転 して測 った。

 ④ 人事制度の変革

 人事制度変革 の尺度 は，大 きく2っ に分かれ

る。1つ は，過去5年 間，人事制度を変更 したか

どうかである (設問42の 選択肢11)。 変更 した

と答えた企業には1点 を，変更 しなかったと答え

た企業には0点 を与えた。もう1っ は，人事制度

を変更 したと答えた企業に限って，人事制度を変

更 した際にどのような目的が重視されたか，その

内容である。具体的な項 目としては，成果 ・実績

主義への変換，即戦力を重視 した人材の獲得の活

発化，年功型の給与 システムからの脱却，多様な

雇用形態の積極的な活用，専門性中心の育成方針

への転換，貢献度に応 じた賃金格差の拡大，長期

安定雇用 という考え方からの脱却の，7項 目であ

る(設 問42の 選択肢1か ら7ま で)。各々の項目

にっいて○をっけた企業には1点 を，○をつけて

いない企業には0点 を与えた。

3.分 析結果

(1)評 価 制度 と人材 マネ ジメ ン トの考 え方

 戦 略的人的資源管理論(strategic human re・

source management， 以 下SHRM)に よ ると，

人 的資源管理(human resource management，

以 下HRM)シ ス テムは， システムを構成 してい

表1 評価制度と人材マネジメントの考え方との相関係数

新卒採用か，中途採用か

雇用保障か， リストラか

長期雇用前提の適用範囲

正規と非正規従業員の仕事内容

会社への忠誠心

金銭面の報酬重視(一)

待遇反映期間(一)

個人の成果重視(一)

教育投資(一)

昇進の決定要因

業績悪化時の教育訓練(一)

能力開発の責任所在(一)

キ ャリア開発の基本

能力か業績か

N

立体的評価 情報公開

か .079*

      一

一
.147***

か 一
.oli

一
.081*

囲 .013 一
.029

仕事内容 一
.060

一
.039

一
.041

一』 』_一

    一.079*

   .009
一 一

一
.026

      .085*
『.r圃

.123***

一
.083*

 一一一

皿

  一.040
一一.m

  一.016
一
.075*

一 一一

1一    .139***     一一
.050

  冒 」

(一) .015
皿 一

一
.073*

『 一

一)

       一
    .020
一}齟

   一.012
一一 一

一    一一

           一

    .024
『 一 一         一

    .122***

   一

  一.026
一}一一 一_一_

    .004
     .}

506
一冖 .皿 一

一.」一 『_

    505

フ ィ ー ドノぐッ ク

 ー.025

 一.005

  .055

 一.060

  .030

  .ooo

  .252***

 .008

 .019

 .170***

一 .157***

 .043

一
.007

 .157***

510

フ ィー ドバ ック

   の程度
考課者訓練

.005 一 .244***

  一.059
『.

         一

一 .148***

.043 一 .155***

  一.060
『

  凵一

一 .137**

.050

         一

一 .064

一
.048
一

『.

一 .158***

.086 .012

   .oil
一

       一 一一一}

  一.035
一一

.oil

一一 一.『

一
.014

.052 一 .013
        一一

一
.015
一

 

  一.107*

一
.052

        一

.ool

  一.020
一.『 惆

   }丁曹-一 一

一 .026

.029

       『 一

一 .111**
          一一

    336
一            

一一 一 一 一.一一

    321

・フ ィー ドバ ッ ク と考 課 者 訓 練 のNが 少 な い理 由 は
， 分 析 対 象 を フ ィ ー ドバ ック を行 って い る企 業 に限 っ た か

 らで あ る.

・(一)は ， 尺 度 を 逆 転 して い る こ とを 意 味 す る.

・*：10%で 有意 ，**：5%で 有 意 ，***：1%で 有 意.



る様々な施策がお互 いに整合性がとれてからはじ

めて，持続的 な競争優位の源泉 として働 くとい

う。なぜなら， システムとして内的整合性を持 っ

ていないと，競争企業 によって直 ぐ真似 され，

HRMシ ステムによってもたらされる競争優位は

長 続 き しないか らであ る(Becker&Gerhart，

1996； 蔡，1998；Huselid，1995；Wright， Mc・

Mahan&McWilliams，1994)。 SHRMの このよ

うな考え方 に照 らしてみると，業績 ・成果主義

は，人材マネジメントの基本的な考え方 と整合性

がとれてからはじあて企業の競争優位の源泉にっ

ながることになる。

 表1は ，人材マネジメントの考え方 と評価制度

との間の相関係数をまとあたものである。まず，

立体的評価 と人材マネジメントの考え方 との関係

か ら調べることにする。両者の間に統計的に有意

な相関が現れているのは，「新卒採用か，中途採用

か」，「待遇反映期間」，「昇進の決定要因」，「能力

か，業績か」の4項 目である。4項 目全て，立体的

評価と統計的に有意な正の相関が現れている。っ

まり，新卒採用より実績 ・能力のある人材の確保

に力を入れている企業ほど，長期的な視点で評価

する企業より短期的な評価を重視する企業ほど，

昇進を決定する際に年功的な要素を重視 しない企

業ほど，賃金を決定する際に能力や資格よりは成

果や業績を強 く反映 している企業ほど，立体的評

価を実施 しているのである。このような結果は，

新 しい人材マネジメントの考え方に基づいている

企業 ほど，概ね立体的評価に積極的であり，人材

マネジメントの考え方 と整合性がとれていること

を示唆 している。

 情報公開の程度は，立体的評価 とはかなり異な

る結果が現れている。表1か ら分かるように，情

報公開と統計的に有意な正の相関が現れているの

は，「待遇反映期間」だけで，長期的な視点で評価

する企業より短期的な評価を重視する企業ほど，

情報公開に積極的である。それに対 して，統計的

に有意な相関が現れている他の6項 目全ては，人

材マネジメントの考 え方 と負の相関が現れてい

る。具体的に，新卒採用より実績 ・能力のある人

材の確保に力を入れている企業 ほど(「新卒採用

か，中途採用か」)，従業員の雇用を可能な限り守
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る企業より業績の改善を重視する企業ほど(「雇

用保障か， リス トラか」)，会社の忠誠心をそれほ

ど重視 しない企業 ほど(「会社への忠誠心」)，全て

の従業員に均等に教育訓練を実施する企業より選

別 された従業員に限 って集中的に行 う企業ほど

(「教育投資」)，業績悪化時に教育訓練費用を弾力

的に調節 している企業ほど，情報公開に消極的で

ある。 このような結果は，新 しい人材マネジメン

トの考え方に基づいている企業ほど，情報公開が

進んでおらず，評価制度 と人材マネジメントの考

え方 との間に整合性が とれていないことを示唆 し

ている。

 フィー ドバ ックの場合，情報公開 とは全 く逆の

結 果 が現 れて い る。表1か ら分 か るよ うに，

フィー ドバ ックと統計的に有意な相関が現れてい

るのは，4項 目である。中で，「業績悪化時の教育

訓練」だけが統計的に有意な負の相関が現れてい

る。っまり，業績悪化時に教育訓練費用を弾力的

に調節 している企業ほど，フィー ドバ ックに消極

的なのである。残 りの3項 目は全て，人材マネジ

メントの考え方と統計的に有意な正の相関が現れ

ており，長期的な視点で評価する企業より短期的

な評価を重視する企業ほど(「待遇反映期間」)，昇

進を決定する際に年功的な要素を重視 しない企業

ほど(「昇進の決定要因」)，賃金を決定する際に能

力や資格より成果や業績を強 く反映 している企業

ほど(能 力か，業績か)，フィー ドバ ックに積極的

である。 このような結果は，新 しい人材マネジメ

ン トの考え方 に基づ いている企業 ほ ど，概 ね

フィー ドバックを行 っており，人材マネジメント

の考え方 と整合性がとれていることを示唆 してい

る。

 フィー ドバ ックを実施 している企業に限 って調

べてみると，フィー ドバ ックの程度と人材マネジ

メントの考え方との間には何 ら有意な結果が現れ

ていない。それに対 して，考課者訓練は多 くの項

目において，統計的に有意な相関が現れている。

注目すべき点は，統計的に有意な全ての項目にお

いて，負の相関が現れているという点である。新

卒採用より実績 ・能力のある人材の確保に力を入

れている企業ほど(「新卒採用か，中途採用か」)，

従業員の雇用を可能な限り守る企業より業績の改
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善を重視する企業ほど(「 雇用保障か， リス トラ

か」)，長期雇用 という前提を全ての従業員ではな

く優秀な人材だけに限定 している企業 ほど(「長

期雇用前提の適用範囲」)，正規 ・非正規従業員が

こなす仕事 をはっきり区分 している企業 ほど

(「正規 と非正規従業員の仕事内容」)，待遇の際に

非金銭的な側面より金銭的な側面を強調する企業

ほど(「金銭面の報酬重視」)，業績悪化時に教育訓

練費用を弾力的に調節 している企業ほど，考課者

訓練に消極的である。 このような結果は，新 しい

人材マネジメントの考え方に基づいている企業ほ

ど，考課者訓練を実施 しておらず，評価制度と人

材マネジメントの考え方との間に整合性がとれて

いないことを示唆 している。

(2)評 価制度 と企業業績

 いくらすばらしい評価制度を整ったとして も，

それが従業員のやる気を引き出し，企業業績の向

上にっなが らない限 り，何の意味 もない。果たし

て，立体的評価や情報公開，フィー ドバ ックなど

は，企業業績の向上にっなが っているのだろう

か。

 表2は ，評価制度と企業業績との間の相関をま

とめたものである。まず，同業他社との比較か ら

調べることにする。同業他社との比較という業績

指標 と統計 的に有意 な相関が現れているのは，

フ ィー ドバ ックの実施 だ けで ある。つ ま り，

フィードバ ックを実施 している企業ほど，同業他

社に比べ企業業績が高いのである。

 次に，過去3年 間業績変化と評価制度との関係

を調べることにする。両者の間に統計的に有意な

相関が現れているのは，立体的評価，フィー ド

バ ックの実施，フィー ドバ ックの程度の3項 目で

ある。3項 目全てにおいて，過去3年 間業績評価

と統計的に有意な負の相関が現れている。っま

り，立体的評価を行っている企業ほど，フィー ド

バ ックを実施 している企業ほど，フィー ドバ ック

の内容がより充実 している企業ほど，同業他社に

比べ過去3年 間の企業業績が悪いのである。

 このように，立体的評価やフィー ドバ ックなど

の評価制度は，過去3年 間業績変化と統計的に負

の相関を見せており，新 しい評価制度は企業業績

にむ しろ否定的な影響を与えている結果となって

いる。 しか し，このような結果は，企業業績が悪

い企業ほど，評価制度を変えていることか ら生 じ

た，逆の因果関係が働いた結果かもしれない。現

在の段階では，どちらの解釈が正 しいのか，結論

付けることは難 しい。その因果関係の方向性は，

評価制度と人事制度の変革との関係を調べてみる

と，よりはっきりすると思われる。

(3)人 事制度の変革 と評価制度

 ここでは，評価制度と人事制度の変革との関係

を調べることにする。まず，過去5年 間，人事制

度を変革 している企業群と変革 していない企業群

との間に，評価制度においてどのような違いが見

られるのかを調べることにする。表3は ，評価制

度と人事制度の変革 との関係をまとめたものであ

るQ

 表3か ら分かるように，変革 していないと答え

     _一 ■ …
立体的評価

同耄

評価情報公開
         一
フ ィー ドバ ッ クの 実 施

一 一

  フ ィー ドバ ッ クの程 度
一

  考課者訓練実施
』.

表2 評価制度と企業業績との相関係数

 同業他社との比

    .067

一 .057

 .085*

.066

一
.013

3 年間業績変イ匕 N

一
.075*

     一.

475

-

.ooo
    『 一

一  一『

476

一

       一  一

.094**
 .一.

481
       一

一
.135** 319

 

7

.056 305

・フ ィー ドバ ッ ク と考 課 者 訓 練 のNが 少 な い理 由 は
， 分 析 対 象 を フ ィ ー ドバ ック を行 って い る企 業 に限 っ たか

 らで あ る.

・*：1・0%で 有 意 ，**：5%で 有 意
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一 一 一

立体的
N

評価情

     N
ブ イ ー

N

ブ イ ー

N
』

考課者
N

評価情報公開

フ ィ ー ドバ ッ クの 実 施

フ ィー ドバ ッ クの 程度

考課者訓練実施

表3 評価制度と人事制度の変革

亅
  変革 していない

    M(s.d.)

    3.13(1.94)69

」

1.90(1.93)
 69

.30( .46)
 70

2.19(.81)
 22

.60( .50)
 20

変 革 して い る

 M(s.d.)
T値

3.62(2.08)

 439
一1
.839*

3.08(1.77)

 440

.72( .45)

 444

2.29( .84)

 318

.65( .48)

 304

.078***

.207***

.507

.434

表4 評価制度と成果・実績主義への変換

変 換 して い な い

 M(s.d.)

立体的評価

  1>卩

評価情報公開

  N

フィー ドバ ックの実施

  N

フィー ドバックの程度

  N

考課者訓練実施

3.20(1.87)
 151

2.21(1.95)
 151

.44( .50)
 153

2.03( .82)
  66

.61( .49)
  64

変 換 して い る

 M(s.d.

3.71 (2.13)

  357

3.22(1.70)

  358

 .76( .43)

  361

2.34( .83)

  273

.65( .48)
 260

T値

一2 .539**

一5 .809***

一7 .314***

一2
.731***

一
.664

『 冖

*

  一-

一.

幽 ゴ

**

一㎝ 幽』

**

 『 

**

国一 一

た企業は69社 しかな く，多 くの日本企業が最近

5年 間人事制度を変革 していることが分かる。変

革 していない企業群 と変革 している企業群 との間

に統計的に有意な違いが現れているのは，「立体

的評価」，「評価情報公開」，「フィー ドバ ックの実

施」の3項 目である。3項 目全てにおいて，変革

している企業群の平均が高 く，人事制度を変革 し

ている企業ほど，立体的評価，情報公開，フィー

ドバ ックにより積極的であることが伺える。

 これか らは，変革 していると答えた企業に限っ

て，評価制度と変革内容 との関係を調べることに

する。表4は ，成果 ・実績主義への変換を重視 し

た企業群 と重視 しなかった企業群 との間に，評価

制度においてどのような違いが見 られるのかをま

とあたものである。 表4か ら分かるように， 「考

課者訓練実施」を除いた4項 目において，両企業

群の間に統計的に有意な違いが現れている。4項

目全てにおいて，成果 ・実績主義への変革を試み

ている企業群の平均が高 く，成果 ・実績主義へ変

革 して いる企業 ほど，立体的評価や情報公開，

フィー ドバ ックにより積極的で，より多 くの情報

をフィー ドバ ックしていることが伺える。

 表5は ，即戦力を重視 した人材の獲得の活発化

を重視 したと答えた企業群と重視 しなかったと答

えた企業群との間に，評価制度においてどのよう

な違いが見 られるのかをまとめたものである。表

5か ら分かるように，両企業群の間に，統計的に

有意な違いが現れているのは， 「立体的評価」 と

「フィー ドバ ックの実施」の2項 目である。2項 目

ともに，即戦力を重視 した人材の獲得を重視する

方向で人事制度を変革 している企業群の平均が高

く，変革 している企業ほど，立体的評価 とフィー

ドバ ックにより積極的であることが伺える。

 表6は ，年功型の給与 システムか らの脱却を試
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表5 評価制度と即戦力を重視した人材の獲得の活発化

   …一 ■
立体的評価

  ノV

評価情報公開
  N

フ ィ ー ドバ ックの 実 施

 N

フィードバ ックの程度

  N

考課者訓練実施
  N

変 換 して い な い

 M(s.d.)

3.44(2.01)

 370

2.92(1.85)

 371

.64( .48)

 375

変 換 して い る

 M(s.d.)

一1

2.26( .85)

 239

.67( .47)

 229

3.86(2ユ9)

 138

2.90(1.79)

 138

.72( .45)

 139

2.32( .82)

 100

.59( .50)

  95

一

l T値
       一2.051**

 .一一一一一一一.一

  .142

  一 一一.一一一

一1 .692*

一 .566

1.346

一 

表6 評価制度と年功型の給与システムからの脱却一.
一 一」
立叩 価
一_J一

  評価情報公開
    N
     「一一 一

フ ィ ー ドバ ッ クの 実 施

 N

フ ィ ー ドバ ッ クの 程 度

 N

考課者訓練実施
  N

変 換 して い な い

 M(s.d.)

 3.56(2.01)

  211

 2.47(1.88)

  211

 .53( .50)

  213

2.26(.80)

 112

変 換 し て い る

 M(s.d.)

3.55(2.11)

  297

3.23(1.74)

  298

 .75( .43)

  301

.52(.50)

105

2.29( .86)

 227

.70( .46)

 219

一一 一.一 一・ 一.一

       T値

一一一

.oal

一4
.732***

一5
.417***

一.一 一一 ・一

一
.329

           『}一 一.

一3
.198***

みている企業群と試みていない企業群との間に，

評価制度においてどのような違いが見 られるのか

をまとあたものである。表6か ら分かるように，

両企業群の間に統計的に有意な違いが現れている

のは，「評価情報公開」，「フィー ドバ ックの実施」，

「考課者訓練実施」の3項 目である。3項 目全てに

おいて，年功型の給与 システムか らの脱却を試み

ている企業群の平均が高い。年功型の給与 システ

ムか らの脱却を試みている企業ほど，評価情報の

公開，フィードバ ック，考課者訓練により積極的

であることが伺える結果となっている。

 表7は ，多様な雇用形態の積極的な活用を重視

した企業群と重視 しなかった企業群との間に，評

価制度においてどのような違いが見られるのかを

まとめたものである。表7か ら分かるように，両

企業群の間に統計的に有意な違いが現れているの

は，「評価情報公開」と 「フィー ドバ ックの実施」

の2項 目である。2項 目ともに，変革の内容とし

て多様な雇用形態の積極的な活用を重視 している

企業群の平均が高 く，多様な雇用形態を積極的に

活用する方向で人事制度を変：革している企業ほ

ど，情報公開やフィー ドバ ックにより積極的であ

ることが伺える。

 表8は ，専門性中心の育成方針への転換を試み

ている企業群と試みていない企業群との間に，評

価制度においてどのような違いが見 られるのかを

まとあたものである。表8か ら分かるように，両

企業群の間に，統計的に有意な違いが現れている

のは，「考課者訓練実施」だけである。専門性中心

の育成方針への転換を試みている企業群の平均が

高 く，人材育成の際に専門性を重視する方向へと

変革 している企業ほど，考課者訓練により積極的

であることが伺える。

 表9は ，貢献度に応 じた賃金格差の拡大を重視
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表7 評価制度と多様な雇用形態の積極的な活用

立体的評価
  N

評価情報公開
  N

⊥

フ ィー ドバ ッ クの実 施

 N

変 換 して いな い

 M(s.d.

 3.49(2.07)

  385

 2.83(1.87)
  386

 .64( .48)

  389

 2.26( .85)

  248

一
フィー ドバックの程度

  ノV

考 課者訓練実施
  N

変 換 し て い る

 M(s.d.

3.76(2.05)

  123

3.20(1.70)

  123

 .73( .45)

  125

.63( .48)

 234

2.34( .81)

  91

.69( .47)

 90

一一一一.一

        T値
     .一.一 一..一

一1
.238

            . 

一1
.931*

      一1.809*

一一一一一 一一一 一一

       一.805

       一1.021

表8 評価制度と専門性中心の育成方針への転換
一

変換 していない
M(s.d.)

.一 一 』 一 一

立体的評価 3.59(2.05)

N     448
一 一 一一一一一一一一一一 一 一

評価情報公開 2.91(1.85)

    N
一一一 一一一『 一 一.

449

フ ィー ドバ ッ クの実 施 .66(.47)

     N
}

453

フ ィー ドバ ッ クの 程度 2.28(.84)

N
    『 一 .

298

考課者訓練実施 .62(.49)

N 285

塾⊥
2.95(1.78)

60

 .67( .47)
  61

2.29( .81)
  41

T1直

1.151

一 .146

.79( .41)

 39

一
.187

一 .101

一2
.092**

した企業群と重視 しなかった企業群との間に，評

価制度においてどのような違いが見られるのかを

まとめた ものであ る。表9か ら分か るように，

「考課者訓練実施」 を除いた4項 目において，両

企業群の間に統計的に有意な違いが現れている。

4項 目全てにおいて，貢献度に応 じた賃金格差の

拡大を試みている企業群の平均が高 く，賃金格差

を広げる方向へと変革 している企業ほど，立体的

評価，情報公開，フィー ドバ ックにより積極的で，

より多 くのことをフィー ドバックしていることが

伺える。

 表10は ，長期安定雇用の考え方か らの脱却を

試みている企業群 と試みていない企業群 との間

に，評価制度においてどのような違いが見られる

のかをまとめたものである。表10か ら分かるよ

うに，両企業群の間に，統計的に有意な違いが現

れているのは，「フィードバ ックの実施」だけであ

る。長期安定雇用の考え方か らの脱却を試みてい

る企業群の平均が高 く，長期安定雇用か ら脱却を

模索 している企業ほど，フィードバ ックにより積

極的であることが伺える。

4.結 論

 個人の業績がチームの影響を受けず， しかも量

的な指標で測れる場合，業績 ・成果主義への変換

は非常に簡単な問題である。残念なが ら，このよ

うなケースは稀に しか存在せず，業績 ・成果評価

といっても，質的な評価にならざるを得ない場合

が多い。問題は，質的な評価の場合，評価者の主

観が入 り込む余地が多 く，評価される側の印象管

理などにより，客観的で納得性の高い評価が非常

に困難であるという点である。

 評価の客観性 ・納得性を高め，評価を巡るノイ
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表9 評価制度と貢献度に応じた賃金格差の拡大

一

   立体的評
     ノ〉
』

   評価情報
     N
}一 『 一一

   フィード
     N
』

   ブ イ ー ド

     1>卩
皿-

考課者訓
  ノV
   一

フ ィ ー トバ ックの 実 施

フ ィ ー トバ ッ クの 程 度

避
信

変 換 して い な い

 M(s.d.)

3.31(1.98)

 220

2.49(1.90)

 220

.54( .50)

 223

2.13(.85)
 119

.63( .48)
 115

変 換 して い る

 M(s.d.)

3.74(2.12)

 288

ヨ
」

3.24(1.72)

 289

.76( .43)

 291

2.36( .82)

 220

.65( .48)

 209

一

        T値

一

一2 .353**

一一

一4
.666***

一5
.304***

              一

一2
.516**

一
.286

表10 評価制度と長期安定雇用の考え方からの脱却
一 一

立体的
  N

   評価情

     N
   ブ イー

     N
一 一一

   ブイー
     N

   考課者
     N
』 一 一.

評価情報公開

フ ィー ドバ ックの 実 施

フ ィ ー ドバ ッ クの 程 度

考課者訓練実施

一 一

一 一

}罰

変 換 して いな い

 M(s.d.)

 3.59(2.04)
  437

 2.89(1.86)
  437

 .65( .48)

  443

 2.29( .82)

  285

.63( .49)
 273

M(s.d.)

3.32(2.25)1
.01571

3.08(1.67)
 72

.76( .43)
 71

2.24( .91)
 54

一
.827

一1
.903*

.378

.75( .44)

 51     一1.628

ズをできるだけ避ける方法として最近活発に議論

されているのは，立体的評価や評価に関する情報

公開，評価結果のフィードバック，考課者訓練な

どである。約500社 の日本企業を対象として，こ

のような評価制度 と人材マネジメントの考え方，

企業業績，人事制度の変革 との関係を調べたとこ

ろ，次のような結果が現れた。

 第1に ，評価制度 と人材マネジメントの考え方

との間に，必ず しも整合性が取れていない。例え

ば，外部労働市場の積極的な活用，年功賃金 ・昇

進の撤廃，業績 ・成果主義，個人主導の教育訓練

やキャリア主導など，新 しい人材マネジメントの

考え方に基づいている企業ほど，情報公開と考課

者訓練には消極的である。第2に ，整合性がとれ

ていないたあであろうか，評価制度は企業業績に

否定的な影響を及ぼ している。言い換えれば，立

体的評価や情報公開， フィー ドバック，考課者訓

練を実施 している企業ほど，企業業績は悪いので

ある。第3に ，人事制度を変革 している企業 ほ

ど，立体的評価や情報公開， フィードバ ック，考

課者訓練により積極的に取 り組んでいる。変革内

容別には，長期安定雇用に関する考え方を変えて

いる企業より，業績 ・成果主義への転換を試みて

い る企業 の ほ うが，立体 的評 価 や情 報公 開，

フィー ドバ ック，考課者訓練に積極的である。

 一般に，業績が悪い企業ほど，人事制度の変革

に取 り組む傾向が強いという点を念頭におくと，

本研究の結果が示唆することは大きい。日本企業

は業績が悪 くなり，その打開策の一環として，業

績 ・成果主義 に積極的に取 り組んでいる。そ し

て，業績 ・成果主義への変革に伴い予想 される

様々なノイズを防 ぐたあに，立体的評価やフィー

ドバックなど，評価制度を変えようとしている。

問題は， このような評価制度が人材マネジメント
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の基本的な考え方 と必ず しも整合性が取れていな

いままで導入 ・実施 されているという点であろ

う。立体的評価やフィー ドバック，情報公開，考

課者訓練などの評価制度が，他の人事制度や施策

の変：革と同時に実施 されていない故に，業績の改

善を図 るために導入 ・実施されている評価制度が

必ずしもその本来の目的である業績の改善にはつ

なが っていない結果を招いているのか もしれな

い○
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